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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　分散型台帳を使用する資産取引システムであって、
　少なくとも１つのプロセッサと、
　命令を記憶した少なくとも１つのコンピュータ可読ストレージ媒体であって、前記少な
くとも１つのプロセッサによって実行されたとき、前記資産取引システムに、
　　（ｉ）複数の異なる資産を有するファンドの少なくとも１つのシェアを表すデジタル
ファンドトークンを作成するため、（ｉｉ）第１の宛先アカウントに関連付けられた秘密
鍵で電子的に署名され、（ｉｉｉ）前記ファンドの前記少なくとも１つのシェアの構成を
示す、作成要求を受信させ、前記構成は前記ファンドの前記少なくとも１つのシェアにお
ける前記複数の異なる資産の各々の数量を含んでおり、
　　前記作成要求の受信に応答して、
　　　前記ファンドの前記少なくとも１つのシェアによって表される前記複数の異なる資
産の各々の数量をエスクローアカウントに入れさせ、
　　　前記複数の異なる資産の各々の前記数量に基づいて前記デジタルファンドトークン
を作成させ、前記デジタルファンドトークンは、前記デジタルファンドトークンより表さ
れる前記ファンドの前記少なくとも１つのシェアにおける前記複数の異なる資産のそれぞ
れの前記数量を指定することによって、前記ファンドの前記少なくとも１つのシェアの前
記構成を示し、さらに、
　　　前記デジタルファンドトークンの作成を前記分散型台帳に記録させる
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命令を記憶したコンピュータ可読ストレージ媒体と
を備える資産取引システム。
【請求項２】
　前記命令は、前記少なくとも１つのプロセッサによって実行されたとき、前記資産取引
システムにさらに、
　前記作成要求を受信することに応答し、また前記デジタルファンドトークンを作成する
前に、
　　前記ファンドの前記少なくとも１つのシェアによって表される前記複数の異なる資産
が前記第１の宛先アカウントに関連付けられていることの確認を前記分散型台帳から受信
させる請求項１に記載の資産取引システム。
【請求項３】
　前記命令は、前記少なくとも１つのプロセッサによって実行されたとき、前記少なくと
も１つのプロセッサにさらに、
　前記作成要求を受信することに応答し、また、前記デジタルファンドトークンを作成す
る前に、
　　　前記複数の異なる資産を表す複数のデジタルトークンを作成させ、
　　　前記複数のデジタルトークンの作成を前記分散型台帳に記録させ、
前記作成要求を受信することに応答して、また前記デジタルファンドトークンの作成の一
部として、
　　　前記複数の異なる資産を表す前記複数のデジタルトークンを前記エスクローアカウ
ントに入れさせ、
　　　前記複数の異なる資産を表す前記複数のデジタルトークンを前記エスクローアカウ
ントへ入れたことを前記分散型台帳に記録させる請求項１に記載の資産取引システム。
【請求項４】
　前記命令は、前記少なくとも１つのプロセッサによって実行されたとき、前記資産取引
システムにさらに、
　（ｉ）前記複数の異なる資産を有する前記ファンドの前記少なくとも１つのシェアを表
す前記デジタルファンドトークンを償還するため、（ｉｉ）前記第１の宛先アカウントに
関連付けられた前記秘密鍵で電子的に署名された、償還要求を受信させ、
　前記償還要求を受信することに応答して
　　前記ファンドの前記少なくとも１つのシェアによって表される前記複数の異なる資産
を前記エスクローアカウントからリリースさせ、
　　前記デジタルファンドトークンを破棄させ、
　　前記デジタルファンドトークンの破棄を前記分散型台帳に記録させる請求項１に記載
の資産取引システム。
【請求項５】
　前記命令は、前記少なくとも１つのプロセッサによって実行されたとき、前記資産取引
システムにさらに、
　前記償還要求の受信に応答し、また前記デジタルファンドトークンを破棄する前に、
　　　前記複数の異なる資産を表す複数のデジタルトークンを前記エスクローアカウント
から除去させ、
　　　前記複数の異なる資産を表す前記複数のデジタルトークンの前記エスクローアカウ
ントからの除去を前記分散型台帳に記録させる請求項４に記載の資産取引システム。
【請求項６】
　前記命令は、前記少なくとも１つのプロセッサによって実行されたとき、前記資産取引
システムにさらに、
　（ｉ）前記デジタルファンドトークンを転送するため、（ｉｉ）前記第１の宛先アカウ
ントに関連付けられた前記秘密鍵で電子的に署名された、転送要求を受信させ、
　前記転送要求を受信することに応答して、
　　前記デジタルファンドトークンを前記第１の宛先アカウントから第２の宛先アカウン
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トに転送させ、
　　前記デジタルファンドトークンの転送を前記分散型台帳に記録させる請求項１に記載
の資産取引システム。
【請求項７】
　前記ファンドは、上場投資信託、ミューチュアルファンド、インデックスファンド、公
社債、商品ファンド、通貨ファンド、および不動産ファンドのうちの１つである請求項１
に記載の資産取引システム。
【請求項８】
　分散型台帳を使用してデジタルファンドトークンを作成および償還する方法であって、
　（ｉ）複数の異なる資産を有するファンドの少なくとも１つのシェアを表すデジタルフ
ァンドトークンを作成するため、（ｉｉ）第１の宛先アカウントに関連付けられた秘密鍵
で電子的に署名され、また（ｉｉｉ）前記ファンドの前記少なくとも１つのシェアの構成
を示す、作成要求を受信するステップであって、前記構成は前記ファンドの前記少なくと
も１つのシェアの前記複数の異なる資産の各々の数量を含む、受信するステップと、
　前記作成要求を受信することに応答して、
　　前記ファンドの前記少なくとも１つのシェアによって表される前記複数の異なる資産
の各々の前記数量をエスクローアカウントに入れるステップと、
　　前記複数の異なる資産の各々の前記数量に基づいて前記デジタルファンドトークンを
作成するステップであって、前記デジタルファンドトークンは、前記デジタルファンドト
ークンによって表される前記ファンドの前記少なくとも１つのシェアにおける前記複数の
異なる資産の各々の前記数量を指定することによって、前記ファンドの前記少なくとも１
つの前記シェアの前記構成を示す、作成するステップと、
　　前記デジタルファンドトークンの作成を前記分散型台帳に記録するステップと
を備える方法。
【請求項９】
　前記作成要求を受信することに応答し、また、前記デジタルファンドトークンを作成す
る前に、
　　前記ファンドの前記少なくとも１つのシェアによって表される前記複数の異なる資産
が前記第１の宛先アカウントに関連付けられていることの確認を前記分散型台帳から受信
するステップをさらに備える請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記作成要求の受信に応答し、また前記デジタルファンドトークンを作成する前に、
　　　前記複数の異なる資産を表す複数のデジタルトークンを作成するステップと、
　　　前記複数のデジタルトークンの作成を前記分散型台帳に記録するステップと、
　前記作成要求を受信することに応答して、また前記デジタルファンドトークンを作成す
るステップの一部として、
　　　前記複数の異なる資産を表す前記複数のデジタルトークンを前記エスクローアカウ
ントに入れるステップと、
　　　前記複数の異なる資産を表す前記複数のデジタルトークンを前記エスクローアカウ
ントへ入れたことを前記分散型台帳に記録するステップと
をさらに備える請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　（１）前記複数の異なる資産を有する前記ファンドの前記少なくとも１つのシェアを表
す前記デジタルファンドトークンを償還するため、（ｉｉ）前記第１の宛先アカウントに
関連付けられた前記秘密鍵で電子的に署名される、償還要求を受信するステップと、
　前記償還要求を受信することに応答して、
　　前記ファンドの前記少なくとも１つのシェアによって表される前記複数の異なる資産
を前記エスクローアカウントからリリースするステップと、
　　前記デジタルファンドトークンを破棄するステップと、
　　前記デジタルファンドトークンの破棄を前記分散型台帳に記録するステップと
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をさらに備える請求項８に記載の方法。
【請求項１２】
　前記償還要求を受信することに応答し、また前記デジタルファンドトークンを破棄する
前に、
　　　前記複数の異なる資産を表す複数のデジタルトークンを前記エスクローアカウント
から除去するステップと、
　　　前記複数の異なる資産を表す前記複数のデジタルトークンの前記エスクローアカウ
ントからの除去を前記分散型台帳に記録するステップと
をさらに備える請求項１１に記載の方法。
【請求項１３】
　（ｉ）前記複数の異なる資産を有する前記ファンドの前記少なくとも１つのシェアを表
す前記デジタルファンドトークンを転送するため、（ｉｉ）前記第１の宛先アカウントに
関連付けられた前記秘密鍵で電子的に署名される、転送要求を受信するステップと、
　前記転送要求を受信するステップに応答して
　　　前記デジタルファンドトークンを前記第１の宛先アカウントから第２の宛先アカウ
ントに転送するステップと、
　　　前記デジタルファンドトークンの転送を前記分散型台帳に記録するステップと
をさらに備える請求項８に記載の方法。
【請求項１４】
　前記ファンドは、上場投資信託、ミューチュアルファンド、インデックスファンド、公
社債、商品ファンド、通貨ファンド、および不動産ファンドのうちの１つである請求項８
に記載の方法。
【請求項１５】
　非一時的コンピュータ可読ストレージ媒体であって、１つまたは複数のプロセッサによ
って実行されたとき、マシンに、
　（ｉ）複数の異なる資産を有するファンドの少なくとも１つのシェアを表すデジタルフ
ァンドトークンを作成するため、（ｉｉ）第１の宛先アカウントに関連付けられた秘密鍵
で電子的に署名され、また（ｉｉｉ）前記ファンドの前記少なくとも１つのシェアの構成
を示す、作成要求を受信させ、前記構成は前記ファンドの前記少なくとも１つのシェアに
おいて前記複数の異なる資産の各々の数量を含んでおり、
　前記作成要求の受信に応答して、
　　前記ファンドの前記少なくとも１つのシェアによって表される前記複数の異なる資産
の各々の数量をエスクローアカウントに入れさせ、
　　前記複数の異なる資産の各々の前記数量に基づいて前記デジタルファンドトークンを
作成させ、前記デジタルファンドトークンは、前記デジタルファンドトークンにより表さ
れる前記ファンドの前記少なくとも１つのシェアにおける前記複数の異なる資産の各々の
前記数量を指定することによって前記ファンドの前記少なくとも１つのシェアの前記構成
を示し、さらに、
　　前記デジタルファンドトークンの作成を分散型台帳に記録させる
命令のセットを含む非一時的コンピュータ可読ストレージ媒体。
【請求項１６】
　前記命令は、前記１つまたは複数のプロセッサによって実行されたとき、前記マシンに
さらに、
　前記作成要求の受信に応答して、また前記デジタルファンドトークンを作成する前に、
　　前記ファンドの前記少なくとも１つのシェアによって表される前記複数の異なる資産
が前記第１の宛先アカウントに関連付けられていることの確認を前記分散型台帳から受信
させる請求項１５に記載の非一時的コンピュータ可読ストレージ媒体。
【請求項１７】
　前記命令は、前記１つまたは複数のプロセッサによって実行されたとき、前記マシンに
さらに、
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　前記作成要求の受信に応答して、前記デジタルファンドトークンを作成する前に、
　　　前記複数の異なる資産を表す複数のデジタルトークンを作成させ、
　　　前記複数のデジタルトークンの作成を前記分散型台帳に記録させ、
　前記作成要求の受信に応答し、また前記デジタルファンドトークンの作成の一部として
、
　　　前記複数の異なる資産を表す前記複数のデジタルトークンを前記エスクローアカウ
ントに入れさせ、
　　　前記複数の異なる資産を表す前記複数のデジタルトークンを前記エスクローアカウ
ントへ入れたことを前記分散型台帳に記録させる請求項１６に記載の非一時的コンピュー
タ可読ストレージ媒体。
【請求項１８】
　前記命令は、前記１つまたは複数のプロセッサによって実行されたとき、前記マシンに
さらに、
　（ｉ）前記複数の異なる資産を有する前記ファンドの前記少なくとも１つのシェアを表
す前記デジタルファンドトークンを償還するため、（ｉｉ）前記第１の宛先アカウントに
関連付けられた前記秘密鍵で電子的に署名された、償還要求を受信させ、
　前記償還要求の受信に応答して、
　　前記ファンドの前記少なくとも１つのシェアによって表される前記複数の異なる資産
を前記エスクローアカウントからリリースさせ、
　　前記デジタルファンドトークンを破棄させ、
　　前記デジタルファンドトークンの破棄を前記分散型台帳に記録させる
請求項１５に記載の非一時的コンピュータ可読ストレージ媒体。
【請求項１９】
　前記命令は、前記１つまたは複数のプロセッサによって実行されたとき、前記マシンに
さらに、
　前記償還要求の受信に応答して、また前記デジタルファンドトークンを破棄する前に、
　　　前記複数の異なる資産を表す複数のデジタルトークンを前記エスクローアカウント
から除去させ、
　　　前記複数の異なる資産を表す前記複数のデジタルトークンの前記エスクローアカウ
ントからの除去を前記分散型台帳に記録させる請求項１８に記載の非一時的コンピュータ
可読ストレージ媒体。
【請求項２０】
　前記ファンドは、上場投資信託、ミューチュアルファンド、インデックスファンド、公
社債、商品ファンド、通貨ファンド、および不動産ファンドのうちの１つである請求項１
５に記載の非一時的コンピュータ可読ストレージ媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願の相互参照
　[0001]本出願は、本明細書において参照により組み入れられる、「ＣＲＹＰＴＯ　ＥＴ
Ｆ　ＣＲＥＡＴＩＯＮ　ＡＮＤ　ＲＥＤＥＭＰＴＩＯＮ　ＰＬＡＴＦＯＲＭ」と題する２
０１５年１２月３１日に出願した米国仮特許出願第６２／２７３、８４８号明細書の利益
を主張するものである。
【０００２】
　[0002]本出願はまた、２０１５年５月１日に出願した「ＤＩＧＩＴＡＬＬＹ　ＥＮＣＲ
ＹＰＴＥＤ　ＣＵＳＴＯＤＩＡＬ　ＲＥＧＩＳＴＲＹ　ＦＯＲ　ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ　
ＬＥＮＤＩＮＧ、　ＢＯＲＲＯＷＩＮＧ　ＡＮＤ　ＴＲＡＤＩＮＧ　ＵＳＩＮＧ　Ａ　Ｄ
ＩＳＴＲＩＢＵＴＥＤ　ＬＥＤＧＥＲ」と題する米国特許仮出願第６２／１５６、０２７
号明細書、および２０１５年１０月２７日に出願した「ＤＩＧＩＴＡＬＬＹ　ＥＮＣＲＹ
ＰＴＥＤ　ＣＵＳＴＯＤＩＡＬ　ＲＥＧＩＳＴＲＹ　ＦＯＲ　ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ　Ｌ
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ＥＮＤＩＮＧ、ＢＯＲＲＯＷＩＮＧ　ＡＮＤ　ＴＲＡＤＩＮＧ　ＵＳＩＮＧ　Ａ　ＤＩＳ
ＴＲＩＢＵＴＥＤ　ＬＥＤＧＥＲ」と題する米国特許仮出願第６２／２４６、７１３号明
細書の利益を主張する、２０１６年４月２８日に出願した「ＤＩＧＩＴＡＬＬＹ　ＥＮＣ
ＲＹＰＴＥＤ　ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ　ＰＬＡＴＦＯＲＭ、ＡＬＯＮＧ　ＷＩＴＨ　ＭＥ
ＴＨＯＤＳ　ＡＮＤ　ＳＹＳＴＥＭＳ　ＦＯＲ　ＴＨＥ　ＳＡＭＥ」と題する米国特許出
願第１５／１４１、５８２号明細書の一部継続出願であり、これらの出願はすべて本明細
書において参照により組み入れられる。
【０００３】
　[0003]本発明の開示のさまざまな実施形態は、一般に取引に関する。より詳細には、本
発明の開示のさまざまな実施形態は、分散および暗号（「ｃｒｙｐｔｏ」）技法を使用す
る、上場投資信託（「ＥＴＦ」）、ミューチュアルファンド、インデックスファンド、オ
ープンエンドファンド、クローズドエンドファンド、高利回りファンド、社債ファンド、
地方債ファンド、国債ファンド、公債ファンド、金融市場ファンド、バランスファンド、
エクイティファンド、確定利付ファンド、グローバルファンド、国際ファンド、スペシャ
ルティファンド、インデックスファンド、商品ファンド、通貨ファンド、および／または
不動産ファンドを、非限定的に含むさまざまなタイプのファンドなど、複数の証券資産を
作成、償還、および取引するためのシステムおよび方法に関する。
【背景技術】
【０００４】
　[0004]世界中で近年増大している（ビットコインなど）暗号通貨の採用は、既存の取引
システムに課題をもたらす。たとえば、市場データおよび所有権データが異なるように記
憶される。加えて、既存の取引システムは、暗号通貨を取引する取引システムとは互換性
のない取引前通信および実行のプロトコルを使用する。
【０００５】
　[0005]本発明の開示は、以下の説明から当業者には明らかとなるように、既存の取引シ
ステムの上記およびその他の制約を克服し、その他の利点をもたらす。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　[0006]分散型台帳を使用し、複数の異なる資産を有するファンドの少なくとも１つのシ
ェアを表すデジタルファンドトークンを作成するための作成要求が、（ｉ）受信され、（
ｉｉ）第１の宛先アカウントに関連付けられた秘密鍵で電子的に署名され、（ｉｉｉ）フ
ァンドの少なくとも１つのシェアの構成を示すとき、ファンドの少なくとも１つのシェア
によって表される複数の異なる資産をエスクローアカウントに入れ、デジタルファンドト
ークンを作成するように構成され、デジタルファンドトークンはファンドのシェアの構成
を示し、さらに、デジタルファンドトークンの作成を分散型台帳に記録するように構成さ
れた資産取引システム。
【０００８】
　[0007]本発明の開示の実施形態は、添付の図面を用いて記述され説明される。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】[0008]本開示のさまざまな実施形態によるネットワークベースの操作環境の例を
示す図である。
【図２】[0009]本開示のさまざまな実施形態による暗号ファンド作成および償還プラット
フォームのコンポーネントのセットを示す図である。
【図３】[0010]本開示のさまざまな実施形態による暗号ファンドシェアを直接作成するプ
ロセスを示す図である。
【図４】[0011]本発明の開示の１つまたは複数の実施形態による暗号ファンドシェアを直
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接作成するプロセスを示す流れ図である。
【図５】[0012]本開示のさまざまな実施形態による暗号ファンドシェアを直接償還するプ
ロセスを示す図である。
【図６】[0013]本発明の開示の１つまたは複数の実施形態による暗号ファンドシェアを直
接償還するプロセスを示す流れ図である。
【図７】[0014]本開示のさまざまな実施形態による暗号ファンドシェアを間接的に作成す
るプロセスを示す図である。
【図８】[0015]本発明の開示の１つまたは複数の実施形態による暗号ファンドシェアを間
接的に作成するプロセスを示す流れ図である。
【図９】[0016]本開示のさまざまな実施形態による暗号ファンドシェアを間接的に償還す
るプロセスを示す図である。
【図１０】[0017]本発明の開示の１つまたは複数の実施形態による暗号ファンドシェアを
間接的に償還するプロセスを示す流れ図である。
【図１１】[0018]本発明の開示の１つまたは複数の実施形態による暗号ファンドシェアを
作成するプロセスを示す流れ図である。
【図１２】[0019]本発明の開示の１つまたは複数の実施形態による暗号ファンドシェアを
償還するプロセスを示す流れ図である。
【図１３】[0020]本発明の開示の一部の実施形態が使用されうるコンピュータシステムの
例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　[0021]本発明の開示のさまざまな実施形態は、概して取引に関する。さらに詳細には、
本発明の開示のさまざまな実施形態は、分散および暗号技法、および特に、暗号ファンド
作成および償還プラットフォームを使用する、上場投資信託（「ＥＴＦ」）、ミューチュ
アルファンド、インデックスファンド、オープンエンドファンド、クローズドエンドファ
ンド、高利回りファンド、社債ファンド、地方債ファンド、国債ファンド、公債ファンド
、金融市場ファンド、バランスファンド、エクイティファンド、確定利付ファンド、グロ
ーバルファンド、国際ファンド、スペシャルティファンド、インデックスファンド、商品
ファンド、通貨ファンド、および／または不動産ファンドを、非限定的に含むさまざまな
タイプのファンドなど、複数の証券資産を作成、償還、および取引するためのシステムお
よび方法に関する。
【００１１】
[0022]ミューチュアルファンドは、複数の発明者からの資金をプールして証券またはその
他の資産のグループを購入する、専門的に管理された投資ファンドである。インデックス
ファンドは、（Ｓ＆Ｐ５００株価指数またはダウ工業株３０種平均など主要インデックス
を追跡することによってなど）特定の事前設定済みのルールに従うようにして、ファンド
が証券および／または資産の特定のグループを追跡できるように設計されたミューチュア
ルファンドである。ＥＴＦは、インデックス、商品、公社債、またはミューチュアルファ
ンドもしくはインデックスファンドなど資産のグループを追跡する市場性のある証券であ
る。ＥＴＦは、プライマリおよびセカンダリという２つのレベルの取引アクティビティを
有する。プライマリ市場において、ＥＴＦ指定プロバイダは、ＥＴＦシェアと引き換えに
現物証券の公開済みグループおよび公開済みキャッシュコンポーネントを交換する。これ
らのグループは、概して、非常に大きく、１つの作成または償還単位は、固定された数の
ＥＴＦシェアと等しい。比率は、製品によって異なるが、通常は単位あたり５０、０００
ＥＴＦシェアであり、ファンドマネージャは、作成単位と称される（５０、０００シェア
など）大型ブロックの（ブローカディーラなど）機関投資家にシェアを発行するか、また
は機関投資家からシェアを償還することができる。作成単位トランザクションは、現物証
券および／またはＥＴＦのベンチマークインデックスに含まれる証券の、実質的なレプリ
ケーション、つまり表現を構成するキャッシュの指定されたポートフォリオの預入れまた
は引渡しと引き換えに実施されてもよい。通常、ＥＴＦの個々のシェアは、市場価格でブ
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ローカディーラを通じて国法証券取引所、電子クロッシングネットワーク、またはその他
の代替の取引システムにおいてのみ、購入および売却されてもよい。多くの機関および個
人クライアントは、セカンダリ市場においてＥＴＦシェアを取引する。例示的な実施形態
において、ＥＴＦシェア作成および償還は、（１）ＥＴＦシェアの現物作成、および（２
）ＥＴＦシェアのキャッシュ作成、という２つの方式において生じうる。ＥＴＦシェアの
現物作成の例示的な実施形態において、証券のバスケット／グループは、ＥＴＦシェアの
ブロック（「作成単位」）に対して交換され、ＥＴＦシェアを作成／償還できる機能は常
に、有望な特性として歓迎される。ＥＴＦシェアのキャッシュ作成の例示的な実施形態に
おいて、マーケットメーカ（ＭＭ）または指定プロバイダ（ＡＰ）は、オリジネータへの
引渡しについて特定のＥＴＦコンポーネントを取引することはできず、キャッシュ等価物
がオリジネータに対して代用される。すべてのＥＴＦがキャッシュ作成を許可するわけで
はない。
【００１２】
　[0023]ＥＴＦ、ミューチュアルファンド、インデックスファンド、その他のファンドお
よび／またはその他の複数の証券資産は、個々の証券で構成されるという点において独特
である。現在のシステムは、暗号取引システムにおけるＥＴＦ、ミューチュアルファンド
、インデックスファンド、その他のファンドおよび／またはその他の複数証券シェアの作
成または償還に対処していない。（ＥＴＦ、ミューチュアルファンド、インデックスファ
ンドなど）これらのファンドおよび／またはその他の複数証券シェアのいずれも、本明細
書において説明される暗号取引システムを使用して作成および償還されうることが理解さ
れよう。
【００１３】
　[0024]本発明の開示の実施形態は、暗号ファンド作成および償還プラットフォームを用
いたファンド作成および償還のための方法およびシステムを提供する。暗号ファンド作成
および償還プラットフォームは、（ブロックチェーンなど）分散型台帳／暗号台帳を使用
して、（１）暗号ファンドシェア（本明細書において「デジタルファンドトークン」と称
される）を作成するために使用される証券のデジタル表現（本明細書において「デジタル
トークン」と称される）、および（２）（本明細書において「デジタルファンドトークン
」と称される）ファンドおよび／またはその他の複数証券シェアのデジタル表現自体、の
所有権および可用性を文書化し、検証する。デジタルトークンおよびデジタルファンドト
ークンは、宛先アカウントまたはウォレットと称されるさまざまなデジタルアカウントに
関連付けられる。分散型台帳は、１つのデジタルアカウントから別のデジタルアカウント
への、デジタルトークンおよびデジタルファンドトークンの所有権の変更を記録する。
【００１４】
　[0025]デジタルファンドトークンが作成され償還されうる方法には、（１）エスクロー
型アカウントに記憶された複数の原証券および／またはその他の資産に基づいてデジタル
ファンドトークンを直接作成および償還すること、および（２）個々の証券のデジタルト
ークンに基づいてデジタルファンドトークンを作成する前に、個々の証券および／または
その他の資産をデジタルトークン化することにより、デジタルファンドトークンを間接的
に作成および償還することを含むさまざまな方法があるが、これらに限定されることはな
い。例示的な実施形態の第１のタイプにおいて、デジタルファンドトークンは、エスクロ
ー型アカウントに記憶された原証券に基づいて直接作成される。例示的な実施形態のこれ
らの第２のタイプにおいて、デジタルファンドトークンは、エスクロー型アカウントに記
憶された原証券に対して直接償還されてもよい。例示的な実施形態の第２のタイプにおい
て、個々の証券および／またはその他の資産のデジタルトークンは、最初にエスクロー型
アカウントに記憶された証券について作成され、次いで、個々の証券のデジタルトークン
に基づいてデジタルファンドトークンが作成される。例示的な実施形態のこれらの第２の
タイプにおいて、デジタルファンドトークンは、個々の証券のデジタルトークンについて
最初に償還されるが、次いで個々の証券のデジタルトークンは、個々の原証券について償
還される。
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【００１５】
　[0026]例示的な実施形態において、キャッシュ作成は、現物作成が困難である場合に必
要になることがある。現物作成および償還を難航させる摩擦が生じる可能性もある。プラ
イマリ市場の流動性は、証券のバスケット／グループにおいてトランザクションできる指
定プロバイダ（ＡＰ）の能力に依存する。特定の場合において、構成する証券が海外所有
権を制限される場合、または通貨取引税が多額となる場合に、非ＵＳベンチマークインデ
ックスを追跡するＥＴＦのように、これは困難であるかまたはほぼ不可能である。ＥＴＦ
シェアのキャッシュ作成は、回避策である。加えて、レバレッジが総利回りスワップの使
用を通じて取得されるレバレッジドＥＴＦの場合、ファンド所有は店頭市場金融派生商品
の契約であるので、キャッシュ作成が唯一の選択肢である。残念ながら、ＥＴＦシェアの
キャッシュ作成は、市場がクローズする前に大量のキャッシュ作成オーダーが許可されて
、ＥＴＦシェアと原株との間の純資産価値（ＮＡＶ）のかなり大きな差を生じることにな
る、というような深刻な技術的問題に至ることもある。対象指標の取引が取引日の終わり
に一時停止され、市場が若干量上昇する場合など、ファンドが相当量のキャッシュを含む
とき、ファンドが原株の価格で含んでいたものとほぼ等価のものをキャッシュで含んでお
り、株価が取引で価格がにわかに上昇してもキャッシュ自体が増大しなかった場合などに
は、ファンドの増大ははるかに少ない量となりうる。
【００１６】
　[0027]これらの状況のいずれにおいても、ＥＴＦデジタルトークンは、以下の技術的解
決策を提供する。第１に、コンポーネント資産の１つまたは複数に一部の非流動性を経験
するが、キャッシュ作成は許容しないＥＴＦの場合、デジタルトークンは、欠落している
コンポーネントに代用されてもよく、デジタルトークンはエスクロー（または一部のその
他の分離された形態）で保持されるコンポーネントシェアを表す。非流動性は、海外市場
がクローズされている、一時的な取引の停止、所有権の制限など、多数の要因により引き
起こされる可能性がある。第２に、キャッシュ作成を許容するが、原コンポーネント株式
の取引が一時停止されているＥＴＦの場合、デジタルトークンは、個々のコンポーネント
シェアの一部または全部を表すことができ、純資産価値（ＮＡＶ）の膨大な差を回避する
ようにセカンダリ市場で取引できるようにする。
【００１７】
　[0028]したがって、本明細書において説明されるシステムおよび方法は、（１）流動性
、透明性、効率性、および責任能力を高めさせ、（２）ＥＴＦの一般投資家の投資家リス
クを低減し、（３）ＥＴＦの流動性の問題に起因する市場／システム的なリスクを低減す
ることによって、ＥＴＦに関連する問題に対処する。加えて、本明細書において説明され
るシステムおよび方法は、ファンドまたはその他の複数の証券資産のトランザクションを
追跡するために分散型台帳およびデジタルファンドトークンを使用することにより二重支
払いおよび長い決済トランザクション時間など、概してファンドおよびその他の複数証券
資産に関連する問題に対処する。
【００１８】
　[0029]前述のように、例示的な実施形態において、デジタルファンドトークンは、（個
々の証券および／またはその他の資産の中間デジタルトークンを使用することなく）直接
作成され償還される。これらの実施形態において、暗号ファンドシェアを作成するため、
手形交換組合銀行、ファンドマネージャ、またはその他の権威ある機関は、非デジタル証
券の所有者に代わってデジタルファンドトークンを作成し、デジタルファンドトークンを
ファンドマネージャのデジタルアカウント（たとえば「マネージャウォレット」）に関連
付けることができる。例示的な実施形態において、ファンドマネージャは、複数の証券お
よび／またはその他の資産を含む少なくとも１つのファンドを管理している。例示的な実
施形態において、ファンドを構成する原証券および／またはその他の資産は、作成された
デジタルファンドトークンが実際の原証券および／または資産によってサポートされるこ
とを保証する担保として以外のいかなる目的にも使用され得ないような方法で、最初に取
得され、エスクロー型アカウントに分離される。ファンドを構成する証券および／または
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その他の資産がエスクロー型アカウントに分離されると、次いでファンドマネージャは、
特定のファンドに対して１つまたは複数のデジタルファンドトークンの作成を呼び出すこ
とができる。例示的な実施形態において、単一のデジタルファンドトークンは、エスクロ
ー型アカウントのデジタルファンドトークンを表す、および／またはその担保である複数
の原証券および／またはその他の資産を表す。例示的な実施形態において、次いで、１つ
または複数のデジタルファンドトークンが作成され、それらの作成は、分散型台帳に記録
される。
【００１９】
　[0030]デジタルファンドトークンが（個々の証券および／またはその他の資産の中間デ
ジタルトークンを使用することなく）作成され直接償還されるこれらの実施形態において
、暗号ファンドシェアを償還するため、手形交換組合銀行、ファンドマネージャ、または
その他の権威ある機関は、非デジタル証券の所有者に代わって少なくとも１つのデジタル
ファンドトークンを償還して、デジタルファンドトークンを破棄することができる。例示
的な実施形態において、手形交換組合銀行、ファンドマネージャ、またはその他の権威あ
る機関は、少なくとも１つのデジタルファンドトークンを償還するための投資者からの要
求を受信し、少なくとも１つのデジタルファンドトークンに対応する実際の証券および／
またはその他の資産の一部をエスクロー型アカウントから所有者のアカウントに転送する
ことによって応答し、償還された少なくとも１つのデジタルファンドトークンを破棄する
。例示的な実施形態において、１つまたは複数のデジタルファンドトークンの償還および
／または破棄は、分散型台帳に記録される。
【００２０】
　[0031]前述のように、例示的な実施形態において、デジタルファンドトークンは、（個
々の証券および／またはその他の資産の中間デジタルトークンを使用して）間接的に作成
され償還される。これらの実施形態において、暗号ファンドシェアを作成するために、手
形交換組合銀行、ファンドマネージャ、またはその他の権威ある機関は、複数の個々の証
券および／またはその他の資産のデジタルトークンを最初に作成し、次いで複数の個々の
証券および／またはその他の資産のデジタルトークンからデジタルファンドトークンを作
成することによって、非デジタル証券の所有者に代わってデジタルファンドトークンを生
成し、デジタルファンドトークンをファンドマネージャのデジタルアカウント（たとえば
「マネージャウォレット」）に関連付けることができる。例示的な実施形態において、フ
ァンドマネージャは、複数の証券および／またはその他の資産を含む少なくとも１つのフ
ァンドを管理している。
【００２１】
　例示的な実施形態において、ファンドを構成する原証券および／またはその他の資産は
、作成されたデジタルトークンおよびデジタルファンドトークンが実際の原証券および／
または資産によってサポートされることを保証する担保として以外のいかなる目的にも使
用され得ないような方法で、最初に取得され、証券／その他の資産ベースでエスクロー型
アカウントに分離される。ファンドを構成する証券および／またはその他の資産がエスク
ロー型アカウントに分離されると、次いでファンドマネージャは、特定のファンドに対し
て１つまたは複数のデジタルファンドトークンの作成を呼び出すことができる。例示的な
実施形態において、複数の異なる証券および／またはその他の資産を表す複数のデジタル
トークンが作成され、それらの作成は、分散型台帳に記録される。例示的な実施形態にお
いて、少なくとも１つのデジタルファンドトークンは、複数のデジタルトークンに基づい
て生成され、デジタルトークンは、エスクロー型アカウントに入れられる。その他の実施
形態において、少なくとも１つのデジタルファンドトークンが複数のデジタルトークンに
基づいて生成される場合、デジタルトークンは破棄される。例示的な実施形態において、
デジタルファンドトークンは、複数のデジタルトークンを表し、ここで原証券またはその
他の資産は、エスクロー型アカウントの複数のデジタルトークンの各々を表す、および／
またはその担保である。例示的な実施形態において、１つまたは複数のデジタルファンド
トークンの作成は、分散型台帳に記録される。
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【００２２】
　[0032]デジタルファンドトークンが（個々の証券および／またはその他の資産の中間デ
ジタルトークンを使用して）作成され間接的に償還されるこれらの実施形態において、暗
号ファンドシェアを償還するため、手形交換組合銀行、ファンドマネージャ、またはその
他の権威ある機関は、非デジタル証券の所有者に代わって少なくとも１つのデジタルファ
ンドトークンを償還して、デジタルファンドトークンを破棄することができる。例示的な
実施形態において、手形交換組合銀行、ファンドマネージャ、またはその他の権威ある機
関は、少なくとも１つのデジタルファンドトークンを償還するための投資者からの要求を
受信し、少なくとも１つのデジタルファンドトークンによって表されるデジタルトークン
をエスクロー型アカウントから移動して、少なくとも１つのデジタルファンドトークンを
破棄することによって応答する。少なくとも１つのデジタルファンドトークンによって表
されるデジタルトークンが以前破棄されたその他の実施形態においては、少なくとも１つ
のデジタルファンドトークンによって表される新しいデジタルトークンが作成され、少な
くとも１つのデジタルファンドトークンは破棄される。償還されたデジタルファンドトー
クンを表したデジタルトークンに対応する実際の証券および／またはその他の資産は、次
いで、エスクロー型アカウントから所有者のアカウントに転送され、償還された少なくと
も１つのデジタルファンドトークンおよび償還される少なくとも１つのデジタルファンド
トークンを表したデジタルトークンは、以前行なわれなかった場合には破棄される。例示
的な実施形態において、１つまたは複数のデジタルファンドトークンおよび／またはデジ
タルファンドトークンによって表されるデジタルトークンの償還および／または破棄は、
分散型台帳に記録される。
【００２３】
　[0033]ファンドマネージャは、デジタルトークンを作成ウォレットに転送するトランザ
クションを作成することができ、ここで新しいファンドシェアがデジタルトークンから作
成される。トランザクションは、（証券Ａの５０シェア、証券Ｂの１００シェア、証券Ｃ
の４０シェアなど）ファンドシェアを作成するために使用される各証券の数量およびタイ
プを指定することができる。デジタルトークンが作成ウォレットに関連付けられると、暗
号ファンド作成および償還プラットフォームは、１つまたは複数の新しいデジタルファン
ドトークンを生成することができる。
【００２４】
　[0034]各デジタルファンドトークンは、（ＥＴＦ、ミューチュアルファンド、インデッ
クスファンドなど）ファンドの証券の指定されたタイプおよび数量を備える。デジタルフ
ァンドトークンの作成は、分散型台帳に記録される。暗号ファンド作成および償還プラッ
トフォームは、新しく作成されたデジタルファンドトークンをマネージャウォレットに転
送するようにトランザクションを作成することができる。デジタルファンドトークンがマ
ネージャウォレットに関連付けられると、次いでマネージャは、所有者に代わって（たと
えば、暗号交換所の）セカンダリ市場でデジタルファンドトークンを取引するために売り
注文を行なうことができる。
【００２５】
　[0035]本発明の開示の実施形態はまた、（ＥＴＦ、ミューチュアルファンド、インデッ
クスファンドなどの原証券の償還など）ファンド償還のための方法およびシステムを提供
する。一部の実施形態において、デジタルファンドトークンの所有者は、デジタルファン
ドトークンおよび／または原非デジタル証券の償還を求める要求を、デジタルファンドト
ークンに関連付けられたマネージャウォレットを制御するマネージャに行なうことができ
る。
【００２６】
　[0036]マネージャは、償還トランザクション要求と共に、デジタルファンドトークンを
マネージャウォレットから償還ウォレットに転送するためのトランザクションを作成する
ことによって、デジタルファンドトークンがその原証券と交換されるよう要求することが
できる。償還ウォレットに関連付けられると、デジタルファンドトークンは、デジタルト
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ークンの形態でその原証券に対して償還されてもよい。コンポーネントがデジタルファン
ドトークンと交換された後、デジタルファンドトークンは、もう存在しないように破棄さ
れる。デジタルファンドトークンのそのコンポーネントへの変換は、分散型台帳に記録さ
れてもよい。暗号ファンド作成および償還プラットフォームは、デジタルトークンを償還
ウォレットからマネージャウォレットに転送するためのトランザクションを作成すること
ができる。デジタルトークンがマネージャウォレットに関連付けられると、デジタルトー
クンは、非デジタル証券に対して償還され、その所有者に提供されてもよい。
【００２７】
　[0037]上記で説明されるように、暗号ファンド作成および償還プラットフォームは、（
ブロックチェーンなど）分散型／暗号台帳を使用して、デジタルファンドトークンおよび
デジタルファンドトークンを作成するために使用されるデジタルトークンの所有権および
可用性を文書化して検証する。暗号化技法は、デジタルトークンおよびデジタルファンド
トークンを１つのデジタルアカウントから別のデジタルアカウントに転送するために使用
されてもよい。たとえば、デジタルファンドトークンは、公開鍵暗号および双方向暗号化
を使用して、その他の所有者に転送されてもよい。公開鍵暗号は、鍵ペアを必要とし、２
つの鍵は数学的にリンクされる。１つの鍵は、ピアツーピアネットワーク内のノード間で
自由に共有される公開鍵である。もう一方の鍵は、一般大衆と共有されない秘密鍵である
。公開鍵は、プレーンテキストを暗号化するため、およびデジタル署名を検証するために
使用される。秘密鍵は、暗号テキストを復号するため、およびトランザクションをデジタ
ル署名するために使用される。各デジタルアカウントは、関連する鍵ペアを有することが
できる。トランザクションメッセージは、送信者の識別を認証するために、送信者の秘密
鍵によってデジタル署名されてもよい。次いで、送信者のデジタル署名されたトランザク
ションメッセージは、送信者がトランザクションを発信したことを検証するために送信者
の公開鍵を使用して復号されてもよい。
【００２８】
　[0038]デジタルトークンおよびデジタルファンドトークンの所有権は、ネットワークノ
ードによって保持される分散型台帳内の所有権エントリに基づいてもよい。（ビットコイ
ンのブロックチェーンなど）分散型台帳は、各デジタルトークンおよびデジタルファンド
トークンの所有権の変化ごとにエントリを記録し、鍵ペアに数学的にリンクされてもよい
。たとえば、ある所有者から別の所有者（たとえば１つの宛先アカウントから別の宛先ア
カウント）にデジタルファンドトークンを転送するために、（パケットまたはその他のデ
ータ構造におけるような）トランザクションメッセージは、ピアツーピアネットワーク上
のノードにブロードキャストされてもよい。例において、デジタルファンドトークンが作
成ウォレットからマネージャウォレットに転送されている場合、トランザクションメッセ
ージは、作成ウォレットの秘密鍵によって署名されてもよく、デジタルファンドトークン
および／またはそのコンポーネントのタイトルのチェーンの履歴、転送されているシェア
の数、マネージャウォレットの公開鍵ベースのアドレスなど情報を含むことがある。ネッ
トワーク内のノードの大多数が、送信者がタイトルの適正なチェーンを有すると合意する
場合、所有権は作成ウォレットの所有者に変更され、台帳はトランザクションを示すよう
に更新される。
【００２９】
　[0039]以下の説明において、本発明の開示の実施形態の深い理解をもたらすために、説
明の目的で、多数の具体的な詳細が示される。しかし、開示を読むと、実施形態がこれら
の具体的な詳細の一部を伴うことなく実施されてもよいことが、当業者には明らかとなろ
う。加えて、ＥＴＦ、ミューチュアルファンド、および／またはインデックスファンドが
例示として使用されるが、本明細書において説明される方法およびシステムは、複数の証
券を含むその他の資産またはその他の資産と共に使用されてもよい。
【００３０】
　[0040]暗号ファンド作成および償還プラットフォームの利点は、所有権の透明性、（本
明細書において説明されるファンドを含む任意のタイプのファンドなど、ただしこれらに
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限定されない）複数証券資産の構成の容易な認識、ならびに暗号ファンドシェアの作成お
よび償還を含む。トランザクションを暗号により署名することは、認証、許可、および由
来を保証する。
【００３１】
　[0041]本明細書において紹介される技法は、（回路など）特殊用途ハードウェア、ソフ
トウェアおよび／またはファームウェアにより適切にプログラムされたプログラマブル回
路、または特殊用途およびプログラマブル回路の組み合わせとして、具現されてもよい。
したがって、実施形態は、プロセスを実行するようにコンピュータ（またはその他の電子
デバイス）をプログラムするために使用されうる命令を記憶した機械可読媒体を含むこと
ができる。機械可読媒体は、たとえば、フロッピーディスケット、光ディスク、コンパク
トディスク読取り専用メモリ（ＣＤ－ＲＯＭ）、磁気光学ディスク、読取り専用メモリ（
ＲＯＭ）、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）、消去可能プログラマブル読取り専用メモ
リ（ＥＰＲＯＭ）、電気的消去可能プログラマブル読取り専用メモリ（ＥＥＰＲＯＭ）、
磁気または光カード、フラッシュメモリ、または電子命令を記憶するために適したその他
のタイプの媒体／機械可読媒体を含むことができる。
【００３２】
　[0042]図１は、本発明の開示の一部の実施形態が使用されうるネットワークベースの動
作環境１００の例を示す。図１に示されるように、動作環境１００は、（モバイルデバイ
ス、携帯電話、タブレットコンピュータ、モバイルメディアデバイス、モバイルゲームデ
バイス、車両ベースのコンピュータ、専用端末、公共端末、キオスク、またはデスクトッ
プもしくはラップトップコンピュータなど）１つまたは複数のコンピューティングデバイ
ス１１０Ａ～１１０Ｍで実行するアプリケーション１０５Ａ～１０５Ｎを含む。一部の実
施形態において、（デジタルファンドシェアを購入する注文など）注文を生成すること、
およびアカウントバランスを検査することなど、操作を実施するためのアプリケーション
１０５Ａ～１０５Ｎは、コンピューティングデバイス上に記憶されてもよいか、またはリ
モートに記憶されてもよい。
【００３３】
　[0043]コンピューティングデバイス１１０Ａ～１１０Ｍは、ネットワーク１２０を通じ
て暗号ファンド作成および償還プラットフォーム１２５、ブローカディーラ１１５、ファ
ンドマネージャ１３０、および手形交換組合銀行１３５に接続することによって、トラフ
ィックを受信および送信するためのメカニズムを含むことができる。一部の実施形態にお
いて、コンピューティングデバイス１１０Ａ～１１０Ｍは、暗号ファンド作成および償還
プラットフォーム１２５との間で情報を取り出すかまたはサブミットすることができ、暗
号ファンド作成および償還プラットフォーム１２５、ブローカディーラ１１５、ファンド
マネージャ１３０、および手形交換組合銀行１３５によって取り出されたカスタマイズさ
れたコンテンツで１つまたは複数のアプリケーションを実行することができる。たとえば
、コンピューティングデバイス１１０Ａ～１１０Ｍは各々、ブラウザアプリケーションま
たはカスタマイズされたクライアントを実行して、コンピューティングデバイス１１０Ａ
～１１０Ｍと暗号ファンド作成および償還プラットフォーム１２５、ファンドマネージャ
１３０、手形交換組合銀行１３５、ならびにブローカディーラ１１５の間の対話を可能に
することができる。
【００３４】
　[0044]ブローカディーラ１１５は、各自のアカウントにおいて、または各自の顧客に代
行して（ＥＴＦ、ミューチュアルファンド、インデックスファンドシェア、通貨、その他
のタイプの証券など）トランザクション項目を取引するビジネスに従事するエンティティ
（たとえば、自然人、会社、またはその他の組織）である。顧客に代行して取引注文を実
行する場合、エンティティはブローカとしての役割を果たす。各自のアカウントにおいて
取引を実行する場合、エンティティはディーラとしての役割を果たす。ブローカディーラ
１１５は、コンピューティングデバイス１１０Ａ～１１０Ｍ、ファンドマネージャ１３０
から注文を受信することができるか、またはブローカディーラ１１５が各自の注文を作成
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することができる。ブローカディーラ１１５は、ネットワーク１２０を介して、注文を、
ファンドマネージャ１３０および暗号ファンド作成および償還プラットフォーム１２５に
通信することができる。
【００３５】
　[0045]暗号ファンド作成および償還プラットフォーム１２５は、１つまたは複数のサー
バ上で実行することができ、デジタルファンドトークンを作成、償還、および取引するた
めに使用されてもよい。一部の実施形態において、示されるように、暗号ファンド作成お
よび償還プラットフォーム１２５は、ファンド作成モジュール２１５、およびファンド償
還モジュール２２０を含む（いずれも図１を参照して後段においてさらに詳細に説明され
る）。
【００３６】
　[0046]デジタルファンドトークンの直接的な作成を実施する例示的な実施形態において
、ファンド作成モジュール２１５は、原資産がエスクロー型アカウントに分離されると、
デジタルファンドトークンを直接生成することができる。デジタルファンドトークンの間
接的な作成を実施する例示的な実施形態において、ファンド作成モジュール２１５は、（
公社債、株式、資産、債務、通貨、商品など）証券のデジタル表現であるデジタルトーク
ンを受信して関連する作成ウォレットに入れることができ、デジタルトークンの割り当て
られた混合からデジタルファンドトークンを作成することができる。デジタルファンドト
ークンは、（ＥＴＦ、ミューチュアルファンド、および／またはインデックスファンドな
ど）ファンドのシェアを表すので、２つ以上の証券の、ただし新しい証券も含むデジタル
トークンを備える。次いで、デジタルファンドトークンは、暗号交換所またはＡＴＳを介
して取引されてもよい。各トランザクションは、暗号台帳１５５など、分散型台帳に記録
されてもよい。
【００３７】
　[0047]デジタルファンドトークンの直接的な償還を実施する例示的な実施形態において
、ファンド償還モジュール２２０は、原資産を分離されたエスクロー型アカウントからリ
リース（解放：release）して、デジタルファンドトークンを破棄することにより、デジ
タルファンドトークンを直接償還する。デジタルファンドトークンの間接的な作成を実施
する例示的な実施形態において、ファンド償還モジュール２２０は、デジタルファンドト
ークンを償還し、デジタルファンドトークンをデジタルファンドトークンの原証券デジタ
ルトークン（たとえば証券のデジタル表現）に分割する。ファンドシェアの所有者は、そ
のようなトランザクションを要求することができる。しかし、トランザクションは、ファ
ンドのマネージャによって開始されてもよい。
【００３８】
　[0048]ファンドマネージャ１３０は、ＥＴＦ、ミューチュアルファンド、インデックス
ファンドなどのマネージャであってもよい。ファンドマネージャ１３０は、そのような証
券の所有者から証券を受信して、１つまたは複数のファンドシェアを作成するプロセスを
開始することに合意することができる。デジタルファンドトークンの間接的作成を実施す
る実施形態において、手形交換組合銀行１３５（またはその他のエンティティ）が証券を
デジタル化すると、デジタルトークンは、ファンドマネージャ１３０のウォレットに関連
付けられてもよい。ファンドマネージャ１３０は、デジタルファンドトークンを作成する
ために、デジタルトークンを暗号ファンド作成および償還プラットフォーム１２５に転送
することができる。デジタルファンドトークンが作成され、ファンドマネージャ１３０の
ウォレットに転送されると、デジタルファンドトークンは、１つまたは複数の暗号交換所
１５０または暗号台帳１５５で取引されてもよい。
【００３９】
　[0049]手形交換組合銀行１３５は、非デジタル証券をファンドマネージャ１３０のアカ
ウントに保持して、デジタルトークン（非デジタル証券のデジタル表現）を作成すること
ができる。デジタルトークンは、（各デジタルトークンが証券の１つのシェアを表すよう
な）証券の１対１の関係であってもよいか、またはデジタルトークンは、（各デジタルト
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ークンが証券の１００シェアを表すような）証券のさまざまな数量を表すことができる。
【００４０】
　[0050]暗号ファンド作成および償還プラットフォーム１２５は、ネットワーク１４０を
通じて、１つまたは複数の代替取引システム（ＡＴＳ）１４５、暗号交換所１５０、およ
び暗号台帳１５５に通信可能に結合される。
【００４１】
　[0051]ネットワーク１２０およびネットワーク１４０は、同一のネットワークであって
もよいか、または別個のネットワークであってもよく、有線および／または無線通信シス
テムを使用する、ローカルエリアおよび／またはワイドエリアネットワークの任意の組み
合わせであってもよい。ネットワーク１２０またはネットワーク１４０は、イーサネット
、ＩＥＥＥ８０２．１１またはＷｉ－Ｆｉ、Ｗｏｒｌｄｗｉｄｅ　Ｉｎｔｅｒｏｐｅｒａ
ｂｉｌｉｔｙ　ｆｏｒ　Ｍｉｃｒｏｗａｖｅ　Ａｃｃｅｓｓ（ＷｉＭＡＸ）、（３Ｇ、４
Ｇ、５Ｇなど）セルラー通信、ＣＤＭＡ、ケーブル、デジタル加入者線（ＤＳＬ）などの
プロトコル／技術のいずれか１つまたは複数であってもよいか、またはその１つまたは複
数を使用することができる。同様に、ネットワーク１２０およびネットワーク１４０で使
用されるネットワーキングプロトコルは、マルチプロトコルラベルスイッチング（ＭＰＬ
Ｓ）、伝送制御プロトコル／インターネットプロトコル（ＴＣＰ／ＩＰ）、ユーザデータ
グラムプロトコル（ＵＤＰ）、ハイパーテキスト転送プロトコル（ＨＴＴＰ）、簡易メー
ル転送プロトコル（ＳＭＴＰ）、およびファイル転送プロトコル（ＦＴＰ）を含むことが
できる。ネットワーク１２０およびネットワーク１４０を介して交換されるデータは、ハ
イパーテキストマークアップ言語（ＨＴＭＬ）または拡張可能マークアップ言語（ＸＭＬ
）を含む技術、言語、および／またはフォーマットを使用して表されてもよい。加えて、
リンクの全部または一部は、セキュアソケットレイヤ（ＳＳＬ）、トランスポートレイヤ
セキュリティ（ＴＬＳ）、およびインターネットプロトコルセキュリティ（ＩＰｓｅｃ）
など、標準的な暗号化技術を使用して暗号化されてもよい。
【００４２】
　[0052]ＡＴＳ１４５は、売主と買主を突き合わせすることによってトランザクションの
相手方を見出す非交換取引システムである。ＡＴＳ１４５は、従来の株式取引所の代替で
ある。ＡＴＳ１４５の例は、私設取引システム（ＥＣＮ：ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　ｃｏｍ
ｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ　ｎｅｔｗｏｒｋｓ）、クロッシングネットワーク、ダークプール
、およびコール市場を含む。ＡＴＳ１４５は、ＦＩＸ注文などデジタル署名された注文を
受信し、デジタル資産の取引に合致する潜在的売り／買い注文を見出し、注文の状態を記
録するオーダーブックの状況を含む。
【００４３】
　[0053]暗号交換所１５０は、デジタルファンドトークン、株式のデジタルシェア、デジ
タル公社債、および暗号通貨などのデジタルトランザクション項目を取引する交換所であ
る。株式のデジタルシェアは、従来の取引所に上場された証券と同じ種類の株式であって
もよい。暗号交換所１５０のデジタルトランザクション項目の所有権は、暗号台帳１５５
など１つまたは複数の分散型台帳に記録されてもよい。暗号交換所１５０は、取引を達成
するために（注文、取り消しなど）デジタル署名された暗号トランザクションを受信する
。
【００４４】
　[0054]暗号台帳１５５は２つ以上のデジタルトークンからのデジタルファンドトークン
の作成またはファンドの交換所におけるデジタルトランザクション項目のセールなど、経
済的トランザクションを記録する分散型台帳である。暗号台帳１５５は、単位ごとに異な
る。たとえば、ビットコインでは、ブロックチェーンと称される分散型公開台帳を使用す
る。暗号台帳１５５が暗号ファンド作成および償還プラットフォーム１２５から適正な鍵
で署名されたトランザクションを受信し、トランザクションがネットワークノードによっ
て検証される場合、暗号台帳１５５は、（ブロックチェーンを台帳に追加するなど）トラ
ンザクションを記録することによって、（マネージャウォレット、作成ウォレット、償還
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ウォレット、顧客ウォレット、コミットウォレットなど）適正な宛先アカウントに資産を
移動する。
【００４５】
　[0055]さまざまなデータストアが、ストレージを管理するため、およびデジタルトーク
ン、デジタルファンドトークン、ユーザ情報、およびその他のデータにアクセスするため
に使用されてもよい。データストアは、暗号台帳１５５など、分散型データストアであっ
てもよい。データストアは、データベーススキーマにおいて定義された種類を使用してモ
デル化される統合されたオブジェクトのセットのデータリポジトリであってもよい。デー
タストアは、データを記憶することができるフラットファイルをさらに含むことができる
。暗号ファンド作成および償還プラットフォーム１２５および／またはその他のサーバは
、データストアからのデータを収集および／またはデータにアクセスすることができる。
【００４６】
　[0056]図２は、本発明の開示の１つまたは複数の実施形態による暗号作成および償還プ
ラットフォーム１２５内のコンポーネントのセットを示す図である。図２に示される実施
形態によれば、暗号作成および償還プラットフォーム１２５は、メモリ２０５、１つまた
は複数のプロセッサ２１０、ファンド作成モジュール２１５、およびファンド償還モジュ
ール２２０を含むことができる。その他の実施形態は、その他のモジュール、アプリケー
ション、および／またはコンポーネントと共に、これらのモジュールおよびコンポーネン
トの一部、全部を含むか、またはまったく含まないこともある。しかしながら、一部の実
施形態は、これらのモジュールおよびコンポーネントの２つ以上を単一のモジュールに組
み入れること、および／またはこれらのモジュールの１つまたは複数の機能の一部を異な
るモジュールに関連付けることができる。たとえば、一実施形態において、１つのファン
ド作成モジュール２１５およびファンド償還モジュール２２０は、単一のコンポーネント
に結合されてもよい。
【００４７】
　[0057]メモリ２０５は、情報を記憶するために使用される任意のデバイス、メカニズム
、または取り込まれたデータ構造であってもよい。本開示の一部の実施形態によれば、メ
モリ２０５は、たとえば、任意のタイプの揮発性メモリ、不揮発性メモリ、および／また
はダイナミックメモリであってもよいか、またはこれらを含むことができる。たとえば、
メモリ２０５は、ランダムアクセスメモリ、メモリストレージデバイス、光メモリデバイ
ス、磁気メディア、フロッピーディスク、磁気テープ、ハードドライブ、消去可能プログ
ラマブル読取り専用メモリ（ＥＰＲＯＭ）、電気的消去可能プログラマブル読取り専用メ
モリ（ＥＥＰＲＯＭ）、コンパクトディスク、ＤＶＤ、および／または同様のものであっ
てもよい。一部の実施形態によれば、メモリ２０５は、１つまたは複数のディスクドライ
ブ、フラッシュドライブ、１つまたは複数のデータベース、１つまたは複数のテーブル、
１つまたは複数のファイル、ローカルキャッシュメモリ、プロセッサキャッシュメモリ、
リレーショナルデータベース、フラットデータベース、および／または同様のものを含む
ことができる。加えて、当業者であれば、メモリ２０５として使用されうる、情報を記憶
するための多くの追加のデバイスおよび技法を理解するであろう。
【００４８】
　[0058]メモリ２０５は、１つまたは複数のアプリケーションまたはモジュールをプロセ
ッサ２１０上で実行するための命令を記憶するために使用されてもよい。たとえば、メモ
リ２０５は、ファンド作成モジュール２１５およびファンド償還モジュール２２０の機能
を実行するために必要とされる命令の全部または一部を収容するために１つまたは複数の
実施形態において使用されてもよい。
【００４９】
　[0059]デジタルファンドトークンの間接的な作成を実施する例示的な実施形態において
、ファンド作成モジュール２１５は、デジタルトークンを作成ウォレットに受信すること
ができる。作成ウォレットは、暗号ファンド作成および償還プラットフォーム１２５によ
って制御されてもよい。デジタルトークンは、手形交換組合銀行１３５によって作成され
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て、ファンドマネージャ１３０によって制御されるマネージャウォレットに入れられた場
合もある。マネージャウォレットおよび作成ウォレットは各々、関連付けられた鍵ペアを
有することができ、各鍵ペアは、１つの秘密鍵および１つの公開鍵を含む。各鍵ペアの２
つの部分は、数学的にリンクされる。
【００５０】
　[0060]デジタルファンドトークンの間接的な作成を実施する例示的な実施形態において
、デジタルトークンをマネージャウォレットから作成ウォレットに転送するトランザクシ
ョンは、各ファンドシェアの構成、デジタルトークン、および作成ウォレットの公開鍵ま
たはアドレスのインジケーションを含むことができる。トランザクションは、デジタルト
ークンを作成ウォレットに転送するために、マネージャウォレットの秘密鍵で署名されて
もよい。デジタルトークンおよびファンドシェアの構成を受信すると、ファンド作成モジ
ュール２１５は、デジタルトークンの適切な数量およびタイプを結合することにより、デ
ジタルトークンからデジタルファンドトークンを作成する。
【００５１】
　[0061]デジタルファンドトークンが作成されると、ファンド作成モジュール２１５は、
デジタルファンドトークンを作成ウォレットからマネージャウォレットに転送する。トラ
ンザクションは、マネージャウォレットの公開鍵およびデジタルファンドトークンを含む
ことができ、作成ウォレットの秘密鍵で署名されてもよい。
【００５２】
　[0062]デジタルトークンを作成ウォレットに転送するトランザクション、デジタルファ
ンドトークンを作成するトランザクション、およびデジタルファンドトークンをマネージ
ャウォレットに転送するトランザクションは、分散型台帳に記録されてもよく、デジタル
ファンドトークンの所有権および構成における透明性を可能にする。
【００５３】
　[0063]ファンド償還モジュール２２０は、マネージャから償還トランザクション要求を
受信することができる。償還トランザクション要求は、マネージャウォレットに記憶され
たデジタルファンドトークン、および償還ウォレットの公開鍵（たとえばアドレス）を含
むことができる。一部の実施形態において、デジタルファンドトークンまたはデジタルフ
ァンドトークンの構成に関する情報からデジタル証券を償還する方法についてのインジケ
ーションは、償還トランザクション要求に含まれる。償還トランザクション要求は、マネ
ージャウォレットの秘密鍵によって署名されてもよい。
【００５４】
　[0064]デジタルファンドトークンの間接的な償還を実施する例示的な実施形態において
、ファンド償還モジュール２２０は、デジタルトークンをマネージャウォレットに送信す
るためのトランザクションを作成することができる。トランザクションは、デジタルトー
クン、マネージャウォレットの公開鍵、および償還トランザクションの命令を含むことが
できる。トランザクションは、償還ウォレットの秘密鍵で署名されてもよい。デジタルフ
ァンドトークンを償還ウォレットに転送するトランザクション、デジタル証券のデジタル
ファンドトークンを償還するトランザクション（たとえば、１つ少ないファンドシェアが
存在し、追加のデジタル証券が現在存在することを記録する）、およびデジタルトークン
をマネージャウォレットに転送するトランザクションは、分散型台帳に記録されてもよい
。
【００５５】
　[0065]図３は、原資産から暗号ファンドシェアを直接作成するプロセスを示す。証券の
所有者は、要求に応じて、非デジタル証券をファンドマネージャに送信する（３０２）。
証券は、さまざまなタイプの株式、商品、公社債、またはその他のトランザクション項目
を（証券Ａの１０、０００シェア、証券Ｂの５００シェアなど）さまざまな数量で含むこ
とができる。ファンドマネージャは、ファンドシェアの作成に合意して、証券のデジタル
表現を作成するようマネージャ手形交換組合銀行に要求することができる（３０４）。そ
のような合意および要求により、マネージャ手形交換組合銀行は、マネージャによって所
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有されるアカウントに非デジタル証券を保持することができる（３０６）。マネージャは
、少なくとも１つのファンドのデジタル表現（たとえば、デジタルファンドトークン）の
作成を要求することができる（３０８）。ファンド作成モジュールは、少なくとも１つの
デジタルファンドトークンを作成するか（３１０）または複数証券資産の別のデジタル表
現を作成することができる。
【００５６】
　[0066]作成すると、所有権履歴を含む少なくとも１つのデジタルファンドトークンは、
分散型台帳に記録される（３１２）。少なくとも１つのデジタルファンドトークンが作成
された後、暗号ファンド作成モジュールは、少なくとも１つのデジタルファンドトークン
をマネージャウォレットに転送するためのトランザクションを作成する（３１４）。トラ
ンザクションは、デジタルファンドトークン、マネージャウォレットの公開アドレスまた
は鍵、デジタルファンドトークンの説明、および／またはトランザクション情報を含むこ
とができる。トランザクションは、作成ウォレットの秘密鍵で署名されてもよい。デジタ
ルファンドトークンは、分散型台帳のネットワークノードがデジタルファンドトークンの
所有権および作成ウォレットの署名を検証した後に転送される（３１６）。マネージャウ
ォレットは、デジタルファンドトークンを保持することができる（３１８）か、または所
有者の要望に応じて（暗号交換所またはその他のＡＴＳなど）セカンダリ市場でデジタル
ファンドトークンを売却する売り注文を出すことができる（３２０）。一部の実施形態に
おいて、デジタルファンドトークンは売建てされてもよい。
【００５７】
　[0067]図４は、暗号ファンドシェアを直接作成するプロセス４００を示す流れ図である
。受信操作４０２は、原証券をエスクローに入れる。作成操作４０４は、デジタルファン
ドトークン（たとえば、暗号ファンドシェア）を作成する。デジタルファンドトークンは
、暗号交換所またはＡＴＳを介して取引されてもよい。記録操作４０６は、デジタルファ
ンドトークンの作成を分散型台帳に記録する。例示的な実施形態において、さらなる作成
操作は、デジタルファンドトークンをマネージャのデジタルアカウントに転送するための
トランザクションを作成する。転送は、デジタルファンドトークンを移動するトランザク
ションがデジタル作成アカウントの秘密鍵で署名され、分散型台帳のネットワークノード
が所有権履歴に合意する場合に、達成されてもよい。
【００５８】
　[0068]図５は、暗号ファンドシェアを直接償還するためのプロセスを示す。暗号ファン
ドシェア（たとえば、デジタルファンドトークン）は、セカンダリ市場で取引される。マ
ネージャは、（顧客の代理として、またはファンド自体のように）少なくとも１つのデジ
タルファンドトークンの買い注文を出すことによって、デジタルファンドトークンを購入
することができる（５０２）。少なくとも１つのデジタルファンドトークンがマネージャ
によって購入されたか、またはマネージャによって保持されると、暗号交換システムは、
少なくとも１つのデジタルファンドトークンをマネージャのウォレット（たとえば第４の
宛先アカウント）に転送し、そのような転送は、分散型台帳に記録される（５０４）。マ
ネージャは、非デジタル証券の償還を要求することができる（５０６）。ファンド償還モ
ジュールは、マネージャが少なくとも１つのデジタルファンドトークンの記録された所有
者であることを保証するために分散型台帳にクエリを行なうことができる（５０８）。分
散型台帳がデジタルトークンの所有権を確認した後（５１０）、ファンド償還モジュール
は、非デジタル証券を償還することができ（５１２）、非デジタル証券をマネージャに転
送することができる（５１４）。非デジタル証券が償還されて転送されると、少なくとも
１つのデジタルファンドトークンは破棄され（５１６）、その破棄は分散型台帳に記録さ
れる（５１８）。マネージャが非デジタル証券を受信すると（５２０）、次いでマネージ
ャは、非デジタル証券を証券の所有者に転送することができる（５２２）。証券の所有者
は、自身のインベントリに証券を回収することができる（５２４）。
【００５９】
[0069]図６は、暗号ファンドシェアを直接償還するプロセス６００を示す流れ図である。
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受信操作６０２において、償還要求は、償還ウォレットにおいて受信されてもよい。償還
要求は、デジタルファンドトークン（たとえば暗号ファンドシェア）を償還ウォレットに
転送することができ、原証券を償還する方法に関する命令をさらに含むことができる。償
還操作６０４は、デジタルファンドトークンと引き換えにデジタルファンドトークンを構
成する原証券を償還することができる。作成操作６０６は、原証券をエスクローからリリ
ース（解放：release）するためのトランザクションを作成することができる。転送は、
デジタルトークンを移動するトランザクションがデジタル作成アカウントの秘密鍵で署名
され、分散型台帳のネットワークノードが所有権履歴に合意する場合に、達成されてもよ
い。破棄操作６０８は、デジタルファンドトークンが償還されると、デジタルファンドト
ークンを破棄することができる。
【００６０】
　[0070]図７は、暗号ファンドシェアを間接的に作成するためのプロセスを示す。証券の
所有者は、要求に応じて、非デジタル証券をファンドマネージャに送信する（７０２）。
証券は、さまざまなタイプの株式、商品、公社債、またはその他のトランザクション項目
を（証券Ａの１０、０００シェア、証券Ｂの５００シェアなど）さまざまな数量で含むこ
とができる。ファンドマネージャは、ファンドシェアの作成に合意して、証券のデジタル
表現を作成するようマネージャ手形交換組合銀行に要求することができる（７０４）。そ
のような合意および要求により、マネージャ手形交換組合銀行は、マネージャによって所
有されるアカウントに非デジタル証券を保持することができる（７０６）。マネージャは
、証券のデジタル表現（たとえば、デジタルトークン）の作成を要求することができる（
７０８）。マネージャ手形交換組合銀行は、デジタルトークンを作成することができる（
７１０）。証券のデジタル表現は、デジタルトークンであってもよく、デジタルトークン
の各々は特定の証券の１つまたは複数のシェアを表す。作成すると、所有権履歴を含むデ
ジタルトークンは、分散型台帳に記録される（７１２）。マネージャ手形交換組合銀行は
、デジタルトークンをマネージャウォレットに関連付けることができ、マネージャウォレ
ットは第１の宛先アカウントと称されてもよい（７１４）。
【００６１】
　[0071]マネージャは、デジタルトークンを作成ウォレット（たとえば、第２の宛先アカ
ウント）に転送するトランザクションを作成し、ここでデジタルトークンはファンドにコ
ミットされる（７１６）。トランザクションは、デジタルトークン、作成ウォレットの公
開鍵およびアドレス、ならびにファンドシェアの構成のインジケーションを含むことがで
き、トランザクションは、マネージャウォレットの秘密鍵で署名されてもよい。分散型台
帳のネットワークノードが、所有権履歴を検査することによりトランザクションを検証し
、トランザクションがマネージャウォレットの秘密鍵によって署名されたかどうかを検証
した後に、デジタルトークンは作成ウォレットに転送され、分散型台帳が転送を記録する
（７１８）。コミットトランザクションが行なわれる前に、暗号ファンド作成モジュール
は、マネージャウォレットの公開鍵を使用して分散型台帳に記録された所有権を検査する
ことによって、デジタルトークンがマネージャウォレットに関連付けられていることを検
証することができる。
【００６２】
　[0072]次に、暗号ファンド作成モジュールは、デジタルトークンの指定されたタイプお
よび数量で構成されるデジタルファンドトークンを作成することができる（７２０）。し
たがって、各デジタルファンドトークンは、（ＥＴＦ、ミューチュアルファンド、インデ
ックスファンドなど）ファンドのシェアを表す。たとえば、デジタルファンドトークンは
、証券Ａの５０シェアを表す５０デジタルトークン、および証券Ｂの２００シェアを表す
１００デジタルトークンを含むことができる。デジタルトークンからのデジタルファンド
トークンの作成は、分散型台帳に記録される（７２２）。
【００６３】
　[0073]デジタルファンドトークンが作成された後、暗号ファンド作成モジュールは、デ
ジタルファンドトークンを作成ウォレットからマネージャウォレットに転送するためのト
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ランザクションを作成する（７２４）。トランザクションは、デジタルファンドトークン
、マネージャウォレットの公開アドレスまたは鍵、デジタルファンドトークンの説明、お
よび／またはトランザクション情報を含むことができる。トランザクションは、作成ウォ
レットの秘密鍵で署名されてもよい。デジタルファンドトークンは、分散型台帳のネット
ワークノードがデジタルファンドトークンの所有権および作成ウォレットの署名を検証し
た後に転送される（７２６）。一部の実施形態において、トランザクションの前に、マネ
ージャは、作成ウォレットの公開鍵を使用して分散型台帳に記録された所有権を検査する
ことによって、デジタルトークンが作成ウォレットに関連付けられていることを検証する
ことができる。マネージャウォレットは、デジタルファンドトークンを保持することがで
きる（７２８）か、または所有者の要望に応じて（暗号交換所またはその他のＡＴＳなど
）セカンダリ市場でデジタルファンドトークンを売却する売り注文を出すことができる（
７３０）。一部の実施形態において、デジタルファンドトークンは売建てされてもよい。
【００６４】
　[0074]図８は、暗号ファンドシェアを間接的に作成するプロセス８００を示す流れ図で
ある。受信操作８０２は、マネージャウォレットからデジタルトークンを作成ウォレット
に受信する。デジタルトークンは、マネージャによって所有されるかまたは制御される証
券のデジタル表現であってもよい。デジタルトークンが作成ウォレットに受信される場合
、各ファンドシェアを備える証券の数量およびタイプを含む、ファンドシェアの構成に関
する追加情報もまた受信されてもよい。作成操作８０４は、割り当てられた構成に従って
デジタルトークンを結合することによって、デジタルファンドトークン（たとえば、暗号
ファンドシェア）を作成する。デジタルファンドトークンは、暗号交換所またはＡＴＳを
介して取引されてもよい。作成操作８０６は、デジタルファンドトークンをマネージャの
デジタルアカウントに転送するためのトランザクションを作成する。転送は、デジタルフ
ァンドトークンを移動するトランザクションがデジタル作成アカウントの秘密鍵で署名さ
れ、分散型台帳のネットワークノードが所有権履歴に合意する場合に、達成されてもよい
。
【００６５】
　[0075]図９は、暗号ファンドシェアを間接的に償還するためのプロセスを示す。暗号フ
ァンドシェア（たとえば、デジタルファンドトークン）は、セカンダリ市場で取引される
。マネージャは、（顧客の代理として、またはファンド自体のように）デジタルファンド
トークンの買い注文を出すことによって、デジタルファンドトークンを購入することがで
きる（９０２）。デジタルファンドトークンがマネージャによって購入されたか、または
マネージャによって保持されると、暗号交換システムは、デジタルファンドトークンをマ
ネージャのウォレット（たとえば第４の宛先アカウント）に転送し、そのような転送は、
分散型台帳に記録される（９０４）。マネージャは、デジタルファンドトークンから個々
のデジタル証券（たとえば、デジタルトークン）を償還するためのトランザクションを作
成することができる（９０６）。償還トランザクション要求は、デジタルファンドトーク
ン、償還ウォレットの公開アドレス（たとえば第３の宛先アカウント）、および償還トラ
ンザクションを完了するための命令を含むことができる。償還トランザクション要求は、
マネージャウォレットの秘密鍵で署名されてもよく、デジタルファンドトークンを償還ウ
ォレットに転送する。ネットワークノードが所有権および署名を検証した後に、デジタル
ファンドトークンは、マネージャのウォレットから償還ウォレットに転送され、転送は分
散型台帳に記録される（９０８）。一部の実施形態において、図７のマネージャウォレッ
トは、図９のマネージャウォレットと同じである。一部の実施形態において、作成ウォレ
ットおよび償還ウォレットは、同じウォレットである。
【００６６】
　[0076]次に、暗号ファンド償還モジュールは、デジタルトークンをデジタルファンドト
ークンから償還し、それによりデジタルファンドトークンをファンドから除去して、デジ
タルファンドトークンを、ファンドシェアで構成される個々の証券に変換する（９１０）
。償還トランザクションは、分散型台帳に記録されてもよく、したがって、所有権履歴を
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含む、デジタルトークンがデジタルファンドトークンから償還された時点の履歴がある（
９１２）。暗号ファンド償還モジュールは、デジタルトークンをマネージャウォレットに
転送するためのトランザクションを作成することができる（９１４）。そのようなトラン
ザクションは、デジタルトークン、マネージャウォレットの公開鍵、およびデジタルトー
クンファンドがデジタル証券に対して償還された通知を含むことができる。トランザクシ
ョンは、償還ウォレットの秘密鍵で署名されてもよい。ネットワークノードが所有権履歴
および署名を検証すると、デジタルトークンは、マネージャのウォレットに転送されて、
分散型台帳に記録されてもよい（９１６）。
【００６７】
　[0077]デジタル証券がマネージャのウォレットに入ると、またはマネージャからの要求
に応じて、マネージャは非デジタル証券の償還を要求することができる（９１８）。マネ
ージャの手形交換組合銀行は、マネージャがデジタルトークンの記録された所有者である
ことを保証するために分散型台帳にクエリを行なうことができる（９２０）。分散型台帳
がデジタルトークンの所有権を確認した後（９２２）、マネージャの手形交換組合銀行は
、非デジタル証券を償還することができ（９２４）、非デジタル証券をマネージャに転送
することができる（９２６）。非デジタル証券が償還されて転送されると、少なくとも１
つのデジタルファンドトークンは破棄され（９２８）、その破棄は分散型台帳に記録され
る（９３０）。マネージャが非デジタル証券を受信すると（９３２）、次いでマネージャ
は、非デジタル証券を証券の所有者に転送することができる（９３４）。証券の所有者は
、自身のインベントリに証券を回収することができる（９３６）。
【００６８】
　[0078]図１０は、暗号ファンドシェアを償還するプロセス１０００を示す流れ図である
。受信操作１００２において、償還要求は、償還ウォレットにおいて受信されてもよい。
償還要求は、デジタルファンドトークン（たとえば暗号ファンドシェア）を償還ウォレッ
トに転送することができ、デジタルファンドトークンを構成するデジタルトークンを償還
する方法に関する命令をさらに含むことができる。償還操作１００４は、デジタルファン
ドトークンと引き換えにデジタルファンドトークンを構成するデジタル証券を償還するこ
とができる。作成操作１００６は、デジタルトークンをマネージャウォレットに転送する
ためのトランザクションを作成することができる。転送は、デジタルトークンを移動する
トランザクションがデジタル作成アカウントの秘密鍵で署名され、分散型台帳のネットワ
ークノードが所有権履歴に合意する場合に、達成されてもよい。
【００６９】
　[0079]図１１は、複数証券資産シェアを作成するプロセス１１００を示す流れ図である
。生成操作１１０２は、マネージャウォレットなど第１の宛先アカウントから作成アカウ
ントなど第２の宛先アカウントに証券のデジタル表現を転送するための第１のトランザク
ションを生成する。第１のトランザクションは、交換取引されたファンドシェア（または
その他の複数証券資産）の構成のインジケーションを含むことができる。署名操作１１０
４は、第１のトランザクションを電子的に署名する。作成操作１１０６は、各デジタルフ
ァンドトークンが交換取引されたファンドシェア（またはその他の複数証券資産）の構成
から成るように、証券のデジタル表現を使用してデジタルファンドトークンを作成する。
通信操作１１０８は、証券のデジタル表現の代わりのデジタルファンドトークンの作成を
分散型台帳に通信する。生成操作１１１０は、デジタルファンドトークンを第２の宛先ア
カウントから第１の宛先アカウントに転送するための第２のトランザクションを生成する
。署名操作１１１２は、第２のトランザクションを、第２の宛先アカウントの秘密鍵で電
子的に署名する。
【００７０】
　[0080]図１２は、複数証券資産シェアを償還するプロセス１２００を示す流れ図である
。生成操作１２０２は、マネージャウォレットなど第１の宛先アカウントから償還ウォレ
ットなど第２の宛先アカウントにデジタルファンドトークンを転送するための第１のトラ
ンザクションを生成する。デジタルファンドトークンは、証券の２つ以上のデジタル表現
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から成る。署名操作１２０４は、第１のトランザクションを、第１の宛先アカウントの秘
密鍵で電子的に署名する。償還操作１２０６は、証券のデジタル表現をデジタルファンド
トークンから償還する。通信操作１２０８は、デジタルファンドトークンの代わりの証券
のデジタル表現の償還を通信する。生成操作１２１０は、証券のデジタル表現を第２の宛
先アカウントから第１の宛先アカウントに転送するための第２のトランザクションを生成
する。署名操作１２１２は、第２のトランザクションを電子的に署名する。
コンピュータシステムの概要
　[0081]本発明の開示の実施形態は、さまざまなステップおよび操作を含み、それらは上
記で説明されてきた。さまざまなこれらのステップおよび操作は、ハードウェアコンポー
ネントによって実行されてもよいか、または機械実行可能命令において具現されてもよく
、命令によりプログラムされた汎用もしくは特殊用途プロセッサにステップを実行させる
ために使用されてもよい。あるいは、ステップは、ハードウェア、ソフトウェア、および
／またはファームウェアの組み合わせにより実施されてもよい。そのようなものとして、
図１３は、本発明の開示の実施形態が使用されうるコンピュータシステム１３００の例で
ある。本発明の例によれば、コンピュータシステム１３００は、相互接続１３１０、少な
くとも１つのプロセッサ１３２０、少なくとも１つの通信ポート１３３０、メインメモリ
１３４０、取外し可能ストレージ媒体１３５０、読取り専用メモリ１３６０、および大容
量ストレージデバイス１３７０を含む。
【００７１】
　[0082]プロセッサ１３２０は、任意の知られているプロセッサであってもよい。通信ポ
ート１３３０は、たとえばモデムベースのダイヤルアップ接続で使用するＲＳ－２３２ポ
ート、１０／１００イーサネットポート、または銅もしくはファイバを使用するギガビッ
トポートのいずれかであってもよいか、または含むことができる。通信ポート１３３０の
特性は、ローカルエリアネットワーク（ＬＡＮ）、ワイドエリアネットワーク（ＷＡＮ）
、またはコンピュータシステム１７００が接続する任意のネットワークなど、ネットワー
クに応じて選択されてもよい。
【００７２】
　[0083]メインメモリ１３４０は、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）、または当技術分
野で一般に知られている任意の他の動的ストレージデバイスであってもよい。読取り専用
メモリ１３６０は、プロセッサ１３２０の命令など静的情報を記憶するためのプログラマ
ブル読取り専用メモリ（ＰＲＯＭ）チップなど任意の静的ストレージデバイスであっても
よい。
【００７３】
　[0084]大容量ストレージデバイス１３７０は、情報および命令を記憶するために使用さ
れてもよい。たとえば、ＳＣＳＩドライブのＡｄａｐｔｅｃ（登録商標）ファミリなどハ
ードディスク、光ディスク、ＲＡＩＤドライブのＡｄａｐｔｅｃファミリなどの、ＲＡＩ
Ｄなどディスクのアレイ、または任意の他の大容量ストレージデバイスが使用されてもよ
い。
【００７４】
　[0085]相互接続１３１０は、１つまたは複数のバス、ブリッジ、コントローラ、アダプ
タ、および／またはポイントツーポイント接続であってもよいか、または含むことができ
る。相互接続１３１０は、プロセッサ１３２０をその他のメモリ、ストレージ、および通
信ブロックと通信可能に結合する。相互接続１３１０は、使用されるストレージデバイス
に応じて、ＰＣＩ／ＰＣＩ－ＸまたはＳＣＳＩベースのシステムバスであってもよい。
【００７５】
　[0086]取外し可能ストレージ媒体１３５０は、外部ハードドライブ、フロッピードライ
ブ、コンパクトディスク－読取り専用メモリ（ＣＤ－ＲＯＭ）、コンパクトディスク－書
換え可能（ＣＤ－ＲＷ）、デジタルビデオディスク－読取り専用メモリ（ＤＶＤ－ＲＯＭ
）のいずれかの種類であってもよい。
【００７６】
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　[0087]上記で説明されるコンポーネントは、一部のタイプの可能性を例示するよう意図
されている。前述の例は、例示的な実施形態に過ぎず、決して本開示を限定するものでは
ない。
用語
　[0088]本明細書全体を通じて使用される用語、略語、および語句の簡単な定義が後段に
おいて示される。
【００７７】
　[0089]用語「接続された（ｃｏｎｎｅｃｔｅｄ）」または「結合された（ｃｏｕｐｌｅ
ｄ）」および関連する用語は、操作上の意味で使用され、必ずしも直接の物理的接続また
は結合に限定されるものではない。したがって、たとえば、２つのデバイスは、直接結合
されてもよいか、または１つまたは複数の中間媒体またはデバイスを介して結合されても
よい。もう１つの例として、デバイスは、情報が相互間を渡されうるが、相互にいかなる
物理的接続も共有しないような方法で結合されてもよい。本明細書において提供される開
示に基づいて、前述の定義による接続または結合が存在するさまざまな方法を、当業者は
理解するであろう。
【００７８】
　[0090]語句「一部の実施形態において（ｉｎ　ｓｏｍｅ　ｅｍｂｏｄｉｍｅｎｔｓ）」
、「一部の実施形態によれば（ａｃｃｏｒｄｉｎｇ　ｔｏ　ｓｏｍｅ　ｅｍｂｏｄｉｍｅ
ｎｔｓ）」、「示される実施形態において（ｉｎ　ｔｈｅ　ｅｍｂｏｄｉｍｅｎｔｓ　ｓ
ｈｏｗｎ）」、「その他の実施形態において（ｉｎ　ｏｔｈｅｒ　ｅｍｂｏｄｉｍｅｎｔ
ｓ）」、「実施形態（ｅｍｂｏｄｉｍｅｎｔｓ）」、などは概して、語句に続く特定の特
徴、構造、または特性が、本発明の開示の少なくとも１つの実施形態に含まれ、本発明の
開示の２つ以上の実施形態に含まれてもよいことを意味する。加えて、そのような語句は
、必ずしも同一の実施形態または異なる実施形態を参照するものではない。
【００７９】
　[0091]コンポーネントまたは特徴が、含まれているかまたは特性を有する「ことがある
（ｍａｙ）」、「ことができる（ｃａｎ）」、「ことがありうる（ｃｏｕｌｄ）」、また
は「ことがあってもよい（ｍｉｇｈｔ）」と、明細書が記述する場合、その特定のコンポ
ーネントまたは特徴は、含まれているかまたは特性を有している必要はない。
【００８０】
　[0092]用語「即応性（ｒｅｓｐｏｎｓｉｖｅ）」は、完全に、または部分的に即応性を
含む。
　[0093]用語「モジュール（ｍｏｄｕｌｅ）」は、幅広く、ソフトウェア、ハードウェア
、またはファームウェア（もしくはその任意の組み合わせ）コンポーネントを示す。モジ
ュールは通常、指定された入力を使用して有用なデータまたはその他の出力を生成するこ
とができる機能コンポーネントである。モジュールは、内蔵型であっても、内蔵型でなく
てもよい。アプリケーションプログラム（「アプリケーション」とも称される）は、１つ
または複数のモジュールを含むことができるか、またはモジュールは、１つまたは複数の
アプリケーションプログラムを含むことができる。
【００８１】
　[0094]用語「ｎｅｔｗｏｒｋ（ネットワーク）」は、概して、情報を交換することがで
きる相互接続されたデバイスのグループを示す。ネットワークは、ローカルエリアネット
ワーク（ＬＡＮ）上のいくつかのパーソナルコンピュータ程度の小規模なものであっても
よいか、またはインターネット、コンピュータのワールドワイドネットワークなど大規模
なものであってもよい。本明細書において使用されるように、「ネットワーク」は、情報
をあるエンティティから別のエンティティに送信することができる任意のネットワークを
含むことが意図される。場合によっては、ネットワークは、複数のネットワーク、さらに
は、１つまたは複数のボーダーネットワーク、音声ネットワーク、ブロードバンドネット
ワーク、金融ネットワーク、サービスプロバイダネットワーク、インターネットサービス
プロバイダ（ＩＳＰ）ネットワーク、および／または公衆交換電話網（ＰＳＴＮ）など、
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さまざまなネットワーク間の通信を容易にするように動作可能なゲートウェイを介して相
互接続された、複数の異機種混合のネットワークで構成されてもよい。
【００８２】
　[0095]また、説明のために、本発明の開示のさまざまな実施形態は、本明細書において
、コンピュータプログラム、物理コンポーネント、および最新コンピュータネットワーク
内の論理的対話のコンテキストにおいて説明されてきた。重要なことに、これらの実施形
態は、本発明の開示のさまざまな実施形態を、最新コンピュータネットワークおよびプロ
グラムに関連して説明するが、本明細書において説明される方法および装置は、当業者が
理解するであろうように、その他のシステム、デバイス、およびネットワークにも同等に
適用可能である。そのようなものとして、本発明の開示の実施形態の示されるアプリケー
ションは、限定的であることは意図されておらず、例示的なものである。本発明の開示の
実施形態が適用可能であるその他のシステム、デバイス、およびネットワークは、たとえ
ば、その他のタイプの通信ならびにコンピュータデバイスおよびシステムを含む。さらに
具体的には、実施形態は、通信システム、サービス、ならびに携帯電話ネットワークおよ
び互換のデバイスなどデバイスに適用可能である。加えて、実施形態は、パーソナルコン
ピュータから大型ネットワークメインフレームおよびサーバに至るあらゆるレベルのコン
ピューティングに適用可能である。
【００８３】
　[0096]結論として、本発明の開示は、複数証券資産を作成、償還、および取引するため
の最新のシステム、方法、および配置を提供する。本開示の１つまたは複数の実施形態の
詳細な説明は上記で行なわれたが、当業者には、本開示の精神を逸脱することのない、さ
まざまな代替、変更、および均等物が明らかとなろう。たとえば、上記で説明される実施
形態は、特定の特徴を参照するが、本開示の範囲はまた、特徴の異なる組み合わせを有す
る実施形態、および説明された特徴のすべてを含んではいない実施形態を含む。したがっ
て、本発明の開示の範囲は、すべてのそのような代替、変更、および変形を、そのすべて
の均等物と共に、請求項の範囲に含まれるものとして包含することが意図される。したが
って、上記の説明は限定的なものとして解釈されるべきではない。
実施形態例
　[0097]実施例１は、分散型台帳を使用する資産取引システムを含み、資産取引システム
は、少なくとも１つのプロセッサと、命令を記憶した少なくとも１つのコンピュータ可読
ストレージ媒体であって、少なくとも１つのプロセッサによって実行されたとき、資産取
引システムに、複数の異なる資産を有するファンドの少なくとも１つのシェアを表すデジ
タルファンドトークンを作成するための作成要求が、（ｉ）受信され、（ｉｉ）第１の宛
先アカウントに関連付けられた秘密鍵で電子的に署名され、（ｉｉｉ）ファンドの少なく
とも１つのシェアの構成を示すとき、ファンドの少なくとも１つのシェアによって表され
る複数の異なる資産をエスクローアカウントに入れさせ、デジタルファンドトークンを作
成させ、デジタルファンドトークンはファンドのシェアの構成を示し、さらに、デジタル
ファンドトークンの作成を分散型台帳に記録させる命令を記憶した少なくとも１つのコン
ピュータ可読ストレージ媒体とを備える。
【００８４】
　[0098]実施例２は、実施例１の資産取引システムを含み、命令は、少なくとも１つのプ
ロセッサによって実行されたとき、資産取引システムにさらに、複数の異なる資産を有す
るファンドの少なくとも１つのシェアを表すデジタルファンドトークンを作成するための
作成要求が、（ｉ）受信され、（ｉｉ）第１の宛先アカウントに関連付けられた秘密鍵で
電子的に署名され、（ｉｉｉ）ファンドの少なくとも１つのシェアの構成を示すとき、デ
ジタルファンドトークンを作成する前に、ファンドの少なくとも１つのシェアによって表
される複数の異なる資産が第１の宛先アカウントに関連付けられていることの確認を分散
型台帳から受信させる。
【００８５】
　[0099]実施例３は、実施例１～２のいずれかの資産取引システムを含み、命令は、少な
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くとも１つのプロセッサによって実行されたとき、資産取引システムにさらに、複数の異
なる資産を有するファンドの少なくとも１つのシェアを表すデジタルファンドトークンを
作成するための作成要求が、（ｉ）受信され、（ｉｉ）第１の宛先アカウントに関連付け
られた秘密鍵で電子的に署名され、（ｉｉｉ）ファンドの少なくとも１つのシェアの構成
を示すとき、デジタルファンドトークンを作成する前に、複数の異なる資産を表す複数の
デジタルトークンを作成させ、複数のデジタルトークンの作成を分散型台帳に記録させ、
デジタルファンドトークンの作成の一部として、複数の異なる資産を表す複数のデジタル
トークンをエスクローステートに入れさせ、複数の異なる資産を表す複数のデジタルトー
クンのエスクローステートを分散型台帳に記録させる。
【００８６】
　[0100]実施例４は、実施例１～３のいずれかの資産取引システムを含み、命令は、少な
くとも１つのプロセッサによって実行されたとき、資産取引システムにさらに、複数の異
なる資産を有するファンドの少なくとも１つのシェアを表すデジタルファンドトークンを
償還するための償還要求が、（ｉ）受信され、（ｉｉ）第１の宛先アカウントに関連付け
られた秘密鍵で電子的に署名される場合、ファンドの少なくとも１つのシェアによって表
される複数の異なる資産をエスクローアカウントから解放させ、デジタルファンドトーク
ンを破棄させ、デジタルファンドトークンの破棄を分散型台帳に記録させる。
【００８７】
　[0101]実施例５は、実施例４の資産取引システムを含み、命令は、少なくとも１つのプ
ロセッサによって実行されたとき、資産取引システムにさらに、複数の異なる資産を有す
るファンドの少なくとも１つのシェアを表すデジタルファンドトークンを償還するための
償還要求が、（ｉ）受信され、（ｉｉ）第１の宛先アカウントに関連付けられた秘密鍵で
電子的に署名される場合、デジタルファンドトークンを破棄する前に、複数の異なる資産
を表す複数のデジタルトークンをエスクローステートから除去させ、複数の異なる資産を
表す複数のデジタルトークンのエスクローステートの除去を分散型台帳に記録させる。
【００８８】
　[0102]実施例６は、実施例１～５のいずれかの資産取引システムを含み、命令は、少な
くとも１つのプロセッサによって実行されたとき、資産取引システムにさらに、複数の異
なる資産を有するファンドの少なくとも１つのシェアを表すデジタルファンドトークンを
転送するための転送要求が、（ｉ）受信され、（ｉｉ）第１の宛先アカウントに関連付け
られた秘密鍵で電子的に署名される場合、デジタルファンドトークンを第１の宛先アカウ
ントから第２の宛先アカウントに転送させ、デジタルファンドトークンの転送を分散型台
帳に記録させる。
【００８９】
　[0103]実施例７は、実施例１～６のいずれかの資産取引システムを含み、ファンドは、
上場投資信託、ミューチュアルファンド、インデックスファンド、公社債、商品ファンド
、通貨ファンド、および不動産ファンドのうちの１つである。
【００９０】
　[0104]実施例８は、分散型台帳を使用してデジタルファンドトークンを作成および償還
する方法を含み、方法は、複数の異なる資産を有するファンドの少なくとも１つのシェア
を表すデジタルファンドトークンを作成するための作成要求が、（ｉ）受信され、（ｉｉ
）第１の宛先アカウントに関連付けられた秘密鍵で電子的に署名され、（ｉｉｉ）ファン
ドの少なくとも１つのシェアの構成を示すとき、ファンドの少なくとも１つのシェアによ
って表される複数の異なる資産をエスクローアカウントに入れるステップと、デジタルフ
ァンドトークンを作成するステップであって、デジタルファンドトークンはファンドのシ
ェアの構成を示すステップと、デジタルファンドトークンの作成を分散型台帳に記録する
ステップとを備える。
【００９１】
　[0105]実施例９は、実施例８の方法を含み、方法は、複数の異なる資産を有するファン
ドの少なくとも１つのシェアを表すデジタルファンドトークンを作成するための作成要求
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が、（ｉ）受信され、（ｉｉ）第１の宛先アカウントに関連付けられた秘密鍵で電子的に
署名され、（ｉｉｉ）ファンドの少なくとも１つのシェアの構成を示すとき、デジタルフ
ァンドトークンを作成する前に、ファンドの少なくとも１つのシェアによって表される複
数の異なる資産が第１の宛先アカウントに関連付けられていることの確認を分散型台帳か
ら受信するステップをさらに備える。
【００９２】
　[0106]実施例１０は、実施例９の方法を含み、方法は、複数の異なる資産を有するファ
ンドの少なくとも１つのシェアを表すデジタルファンドトークンを作成するための作成要
求が、（ｉ）受信され、（ｉｉ）第１の宛先アカウントに関連付けられた秘密鍵で電子的
に署名され、（ｉｉｉ）ファンドの少なくとも１つのシェアの構成を示すとき、デジタル
ファンドトークンを作成する前に、複数の異なる資産を表す複数のデジタルトークンを作
成するステップと、複数のデジタルトークンの作成を分散型台帳に記録するステップとを
さらに備え、デジタルファンドトークンを作成するステップの一部として、複数の異なる
資産を表す複数のデジタルトークンをエスクローステートに入れるステップと、複数の異
なる資産を表す複数のデジタルトークンのエスクローステートを分散型台帳に記録するス
テップとをさらに備える。
【００９３】
　[0107]実施例１１は、実施例８～１０のいずれかの方法を含み、方法は、複数の異なる
資産を有するファンドの少なくとも１つのシェアを表すデジタルファンドトークンを償還
するための償還要求が、（ｉ）受信され、（ｉｉ）第１の宛先アカウントに関連付けられ
た秘密鍵で電子的に署名される場合、ファンドの少なくとも１つのシェアによって表され
る複数の異なる資産をエスクローアカウントから解放するステップと、デジタルファンド
トークンを破棄するステップと、デジタルファンドトークンの破棄を分散型台帳に記録す
るステップとをさらに備える。
【００９４】
　[0108]実施例１２は、実施例１１の方法を含み、方法は、複数の異なる資産を有するフ
ァンドの少なくとも１つのシェアを表すデジタルファンドトークンを償還するための償還
要求が、（ｉ）受信され、（ｉｉ）第１の宛先アカウントに関連付けられた秘密鍵で電子
的に署名される場合、デジタルファンドトークンを破棄する前に、複数の異なる資産を表
す複数のデジタルトークンをエスクローステートから除去するステップと、複数の異なる
資産を表す複数のデジタルトークンのエスクローステートの除去を分散型台帳に記録する
ステップとをさらに備える。
【００９５】
　[0109]実施例１３は、実施例８～１２のいずれかの方法を含み、方法は、複数の異なる
資産を有するファンドの少なくとも１つのシェアを表すデジタルファンドトークンを転送
するための転送要求が、（ｉ）受信され、（ｉｉ）第１の宛先アカウントに関連付けられ
た秘密鍵で電子的に署名される場合、デジタルファンドトークンを第１の宛先アカウント
から第２の宛先アカウントに転送するステップと、デジタルファンドトークンの転送を分
散型台帳に記録するステップとをさらに備える。
【００９６】
　[0110]実施例１４は、実施例８～１３のいずれかの方法を含み、ファンドは、上場投資
信託、ミューチュアルファンド、インデックスファンド、公社債、商品ファンド、通貨フ
ァンド、および不動産ファンドのうちの１つである。
【００９７】
　[0111]実施例１５は、命令のセットを含む非一時的コンピュータ可読ストレージ媒体を
含み、命令は、１つまたは複数のプロセッサによって実行されたとき、マシンに、複数の
異なる資産を有するファンドの少なくとも１つのシェアを表すデジタルファンドトークン
を作成するための作成要求が、（ｉ）受信され、（ｉｉ）第１の宛先アカウントに関連付
けられた秘密鍵で電子的に署名され、（ｉｉｉ）ファンドの少なくとも１つのシェアの構
成を示すとき、ファンドの少なくとも１つのシェアによって表される複数の異なる資産を
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エスクローアカウントに入れさせ、デジタルファンドトークンを作成させ、デジタルファ
ンドトークンはファンドのシェアの構成を示し、さらに、デジタルファンドトークンの作
成を分散型台帳に記録させる。
【００９８】
　[0112]実施例１６は、実施例１５の非一時的コンピュータ可読ストレージ媒体を含み、
命令は、１つまたは複数のプロセッサによって実行されたとき、マシンにさらに、複数の
異なる資産を有するファンドの少なくとも１つのシェアを表すデジタルファンドトークン
を作成するための作成要求が、（ｉ）受信され、（ｉｉ）第１の宛先アカウントに関連付
けられた秘密鍵で電子的に署名され、（ｉｉｉ）ファンドの少なくとも１つのシェアの構
成を示すとき、デジタルファンドトークンを作成する前に、ファンドの少なくとも１つの
シェアによって表される複数の異なる資産が第１の宛先アカウントに関連付けられている
ことの確認を分散型台帳から受信させる。
【００９９】
　[0113]実施例１７は、実施例１６の非一時的コンピュータ可読ストレージ媒体を含み、
命令は、１つまたは複数のプロセッサによって実行されたとき、マシンにさらに、複数の
異なる資産を有するファンドの少なくとも１つのシェアを表すデジタルファンドトークン
を作成するための作成要求が、（ｉ）受信され、（ｉｉ）第１の宛先アカウントに関連付
けられた秘密鍵で電子的に署名され、（ｉｉｉ）ファンドの少なくとも１つのシェアの構
成を示すとき、デジタルファンドトークンを作成する前に、複数の異なる資産を表す複数
のデジタルトークンを作成させ、複数のデジタルトークンの作成を分散型台帳に記録させ
、デジタルファンドトークンの作成の一部として、複数の異なる資産を表す複数のデジタ
ルトークンをエスクローステートに入れさせ、複数の異なる資産を表す複数のデジタルト
ークンのエスクローステートを分散型台帳に記録させる。
【０１００】
　[0114]実施例１８は、実施例１５～１７のいずれかの非一時的コンピュータ可読ストレ
ージ媒体を含み、命令は、１つまたは複数のプロセッサによって実行されたとき、マシン
にさらに、複数の異なる資産を有するファンドの少なくとも１つのシェアを表すデジタル
ファンドトークンを償還するための償還要求が、（ｉ）受信され、（ｉｉ）第１の宛先ア
カウントに関連付けられた秘密鍵で電子的に署名される場合、ファンドの少なくとも１つ
のシェアによって表される複数の異なる資産をエスクローアカウントから解放させ、デジ
タルファンドトークンを破棄させ、デジタルファンドトークンの破棄を分散型台帳に記録
させる。
【０１０１】
　[0115]実施例１９は、実施例１８の非一時的コンピュータ可読ストレージ媒体を含み、
命令は、１つまたは複数のプロセッサによって実行されたとき、マシンにさらに、複数の
異なる資産を有するファンドの少なくとも１つのシェアを表すデジタルファンドトークン
を償還するための償還要求が、（ｉ）受信され、（ｉｉ）第１の宛先アカウントに関連付
けられた秘密鍵で電子的に署名される場合、デジタルファンドトークンを破棄する前に、
複数の異なる資産を表す複数のデジタルトークンをエスクローステートから除去させ、複
数の異なる資産を表す複数のデジタルトークンのエスクローステートの除去を分散型台帳
に記録させる
　[0116]実施例２０は、実施例１５～１９の非一時的コンピュータ可読ストレージ媒体を
含み、ファンドは、上場投資信託、ミューチュアルファンド、インデックスファンド、公
社債、商品ファンド、通貨ファンド、および不動産ファンドのうちの１つである。
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